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項 目 要  約 

１．研究の概要 福島大学が提案するマルチフェーズ型研究教育プログラムにより、現場ニ

ーズに直結した「分析人材育成と廃炉措置等支援者のための教育」及び「即

応的な分析技術の開発」を実施する。他機関による学生の技術教育の実施と

福島大学による実務層（幅広い年齢層）への実践教育を行い、多面的思考の

養成と中長期的な持続性のある人材確保と、廃炉措置で直面している放射性

ストロンチウム（Sr-90）を中心とする難分析核種の分析技術的な問題を解決

するために、「質量分析に基づく分析技術の実用化研究」に関する研究開発

を目的として、以下の人材育成と研究を行う。 

１）基礎教育 

２）質量分析に関する研究 

３）放射能計測に関する研究 

４）処理技術に関する研究 

５）研究推進 

２．総合評価 原子力分野の学科を持たない大学が、東京電力と連携をして研究を行って

いる点や、多様な研究項目に取り組んでいるにもかかわらず、運用レベルに

達しているものがある点などが評価できる。また人材育成においても、地元

の大学として、廃炉に携わる人材を育てようと取り組んでいる点が評価され

る。 

今後も実用に向けた技術展開や、放射線専修プログラムの定着などに期待

したい。 

Ｓ）極めて優れた成果があげられている 

Ａ）優れた成果があげられている 

Ｂ）一部を除き、相応の成果があげられている 

Ｃ）部分的な成果に留まっている 

Ｄ）成果がほとんどあげられていない 
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